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要 旨

国際戦略提携のパートナーシップ・マネジメントには，コントロールと信頼という２つの基

本アプローチがあるとされる。コントロールのアプローチは，目標を達成するため，特に相手

の機会主義的な行動を抑制するための典型的なマネジメント手法として，従来からの研究対象

とされてきている。信頼のアプローチは，企業の国際提携の普及が進むにつれて，特に日本や

中国を始めとするアジア企業に対する研究が進むにつれて，多くの注目を集めている。しかし，

信頼に対する理解が様々であり，コントロールと信頼の２つのアプローチに同時に焦点を当て

る研究が少ない。本稿は，コントロールの具体的メカニズムを明確化した後，信頼の概念に対

する理解を整理し，信頼構築の具体的方法を明らかにした。最後に，コントロールと信頼との

関係は，それぞれ完全に独立的なものではなく，並列の概念と見なされる方が妥当であろうと

結論づけた。

１．序論

国際戦略提携とは，「異なる国籍の二つ以上の企業が共同で事業開発を進めるために経営資源を共有

する」関係であり，合弁，合作，委託生産，ライセンス契約，技術提携，コンソーシアムなどがある 。

近年，同業種の国際戦略提携が盛んに行われている。日中企業の間には，三洋電機とハイアール，松

下電器産業と TCL，加賀電子と格蘭仕，トヨタと第一汽車，日産と東風汽車，の包括的提携が代表例

として挙げられる。

しかし，このような戦略提携に参加するパートナー企業が必ずしも一致した目標を持つ訳ではな

く ，協調的な関係（cooperation）にあると同時に，自らの目標を追求する競争的な関係でもある 。

各企業が相手企業の利益を制約して自社の利益を追求することを当然とする傾向があるが，機会主義

的な行為は提携関係の運営にマイナスの影響を与え，双方の目標達成に不確実性を増大させる 。した

がって，国際戦略提携の結果は，必ずしも各パートナー企業の要望を満たすことができるとは限らな

い。特に，出資比率が対等出資(２社出資では50％対50％)の国際合弁企業の場合は，合弁企業の意思

決定が合意に至るまでには，かなりの困難が予想される。

国際戦略提携は共同事業として全てのパートナーの目標を満たすことができるように運営されるこ
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とが望ましいが，現実には提携事業に派遣されるマネジャーはそれぞれの所属する会社へコミットす

ることが避けられない。その理由には，国際提携事業に派遣されたマネジャーの報酬及びキャリアは，

それぞれの出身会社に依存することが挙げられる。筆者らが行なった日中合弁企業のマネジメントに

関するアンケート調査結果においては ，日本から派遣された合弁企業のトップマネジメントの報酬

を算定する基準は，日本で決定される固定的な報酬に基づいていると回答した企業が多く，合弁企業

の業績に基づくと回答した企業の割合は極めて少ない。また，報酬以外の動機付け要因においても，

「本社における当該合弁企業の位置付け」や「本社から注目される度合いの増加」などの日本側親会

社の政策にかかわる要因が多い。

更に，国籍の異なるパートナーとの間に，国の文化，社会慣習，管理制度などにおける違いが提携

事業の運営の複雑性を増大させる。実際に，パートナーとの協力関係に失敗することが原因で，国際

戦略提携を解消せざるを得ないことが数多く見受けられる。

したがって，如何にして国際パートナーとの協力的関係を構築し，全てのパートナーの目標を満足

させることが，国際戦略提携の最も重要な経営課題とされる。パートナーシップのマネジメントには，

コントロールと信頼という2つの基本アプローチがあるとされる 。コントロールのアプローチは，目

標を達成するため，特に相手の機会主義的な行動を抑制するための典型的なマネジメント手法として，

従来からの研究対象とされてきている。信頼のアプローチは，企業の国際提携の普及が進むにつれて，

特に日本や中国を始めとするアジア企業に対する研究が進むにつれて，多くの注目を集めている。

しかし，信頼に対する理解が様々であり，コントロールと信頼の２つのアプローチに同時に焦点を

当てる研究が少ない 。特に，コントロールのメカニズムと信頼構築の間に，どのような関係があるか

に関する研究が極めて乏しい。本稿は，信頼の概念を整理した上で，コントロールアプローチとの関

係を明らかにすることを目的とする。

２．国際提携における伝統的アプローチ：コントロール

2.1 コントロールアプローチのメカニズム

コントロールとは一般に，組織が下位単位および構成メンバーに影響を与え，組織の目標達成に向

けて行動させるプロセスであると理解されている 。国際戦略提携におけるコントロールの研究は，国

際合弁企業のコンテクストを中心に行われてきている。国際合弁企業におけるコントロールとは親会

社が自社の利益を確保するために合弁企業のマネジメントに対して影響を与えるプロセスであると定

義されている 。従来の国際合弁企業におけるコントロールに関する研究は，主に三つの次元に焦点が

当てられてきた。それらの三つの次元とは，①コントロールの程度（extent of control），すなわち親

会社によるコントロールの強さ，②コントロールの焦点（focus of control），すなわち親会社による

コントロールの範囲の広さ，及び③コントロールのメカニズム（control mechanisms）である 。

まず，コントロールの程度に関する典型的な研究は，Killing(1983)の調査研究が挙げられる。Killing

(1983)は，37社の国際合弁企業のマネジメント状況を調査し，９つの意思決定の項目において各親会

社の関与の度合いを検討した。それらの意思決定の項目は，製品価格の設定，部門マネジャーの任命，
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売上高目標の設定，製品デザインの変更，製造プロセスの変更などである。調査の結果によると，コ

ントロールは三つのタイプに集約されている。第一は支配的なコントロールであり，合弁企業が，完

全所有の子会社のごとく１つの親会社によって強く支配されるものである。第二は共同的なマネジメ

ントであり，合弁企業が両方の親会社から同時に同じ比重の影響を受ける。第三は特例のように見え

るが，合弁企業のマネジャーにかなりの経営権限を委譲し，親会社があまり関与しない場合である。

これは，その合弁企業のマネジャーが，過去に優れた業績を挙げたことに起因していると考えられて

いる。

国際合弁企業に対するコントロールが一方の親会社に行使される場合，他方の親会社に行使されな

いというゼロサムのものであると思われがちであるが，上記のKillingの調査結果では，必ずしもそう

ではないことが明らかとなっている。共同的なマネジメントのタイプでは，国際合弁企業に対するコ

ントロールは，双方の親会社の合意に基づいて共有されるのであり，この場合，親会社の間に信頼関

係を構築することが求められる。

コントロールは必ずしも国際合弁企業の業務の全体を対象とするのではなく，それぞれの親会社は

コントロールの範囲及び焦点を割り当てていることが見受けられる。例えば，中国における日中合弁

企業の場合，日本側マネジャーが品質管理，研究開発，海外市場開拓などの分野をコントロールし，

中国側マネジャーが人事管理，政府との関係などの分野を担当することが典型的なパターンといえる

であろう。

コントロールを実施するには，過半数の出資比率がベースとなることが多い。国際合弁企業の取締

役員の構成は，一般的に出資比率に基づいているため，過半数出資する側の親会社は過半数の取締役

員を任命し，意思決定に対する影響力を高める。更に，過半数出資する側は，合弁企業の経営幹部の

任命，経営政策やマネジメントシステムの策定などを通じて，合弁企業の運営を全面的にコントロー

ルすることが可能である。しかし，コントロールは必ずしも過半数の出資比率に基づいているわけで

はない。少数出資側の親会社は，契約上の公式な権限を有しないものの，合弁企業の重要な経営資源

を供給することを通じて，意思決定に主要な影響を与えることが考えられるからである 。

更に，国際合弁企業に対するコントロールのメカニズムには，意思決定の権限や組織構造などのハー

ドな側面のみならず，親会社との価値観の統一，密接なコミュニケーションなどソフトな側面も挙げ

られる。図表１は,コントロールのメカニズムを示すものである。

2.2 コントロールアプローチの限界

マジョリティーの出資比率によるコントロールには限界がある。例えば，中国における国際合弁企

業の実施条例では，出資比率の多寡と関係しない「全員一致決議事項」が下記のように規定される。

「次の各号に規定する事項は，董事会に出席した董事の全員一致によって決議するものとする。

①合弁企業の定款の修正，②合弁企業の中途終了，解散，③合弁企業の登録資本の増加，減少，

④合弁企業の合併，分割である」 。

更に，「特別過半数決議事項」を規定する国際合弁企業もある。即ち，特定の意思決定の事項に関し
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ては，単なる過半数投資側の賛成で決めるのではなく，少数投資側からも最低一つの賛成を決定の条

件とする合弁企業の契約である。したがって，過半数の出資比率により，全ての事項を決めるわけで

はなく，「全員一致決議事項」及び「特別過半数決議事項」以外の事項に関しては，単純な過半数賛成

で決定されるのである。

しかし，単純な過半数賛成で決められる事項に関しても，マネジメントの有効性の観点から，少数

投資側の異議を無視するわけにはいかない。このことについて，Killing(1983)は国際合弁企業の経営

に成功しているある経営者にインタビューし，下記のような発言を記している。

「パートナー間の協力に依存する合弁企業においては，マジョリティー側は強制的な投票により意

思決定を行うことができない。こういうやり方は一回ならまだよいかもしれないが，２回目と続いた

ら合弁企業を失ってしまう」 。

筆者らの日中合弁企業のマネジャーに対するインタビューでも同様のことを聞くことができた。例

えば，カネボウは中国における合弁企業の意思決定については，たとえ過半数出資の場合でも，出資

比率を重視せずに中国側パートナーとのコンセンサスを追求する 。

出資比率に基づいたコントロールは，パートナーの機会主義的な行動を抑制する典型的手段である

と認識されているが，強行すると機会主義的な行動やコンフリクトを引き起こすという逆の効果も生

じる 。権力の弱いパートナーは，強い相手に強行された自分にとって不利になるような戦略を克服

或いは報復するために，却って機会主義的な行動をとる場合があるからである 。そこで，機会主義

的行動に対応するために，信頼関係を中心とするアプローチが注目されている 。Das and Teng

(1998)は，パートナーとの協調的な関係（cooperation）における不確実性（uncertainty）に対応する

ため，コントロールの視点（the control perspective）と信頼の視点（the trust perspective）がある

と主張している。これらの２つのアプローチは焦点が異なるものの，合弁企業の運営に対して親会社

が柔軟に関与し，親会社全体の運営を効率化させるという機能面においては共通しているとされ

図表１ コントロールのメカニズムの分類

政策，計画，方法の規則，ルール，直接監督仕事のプロセスを規定する行動のコントロール

移転価格，資源の供給，情報管理，人員訓練

と開発

インプットにコントロールを加

える

インプットのコントロール

具体例内容コントロールのメカニズム

水平的構造 組織間の公式な境界を越えての

相互作用を行うことを推進する

パートナー間のゲートキーパー，パートナー

間のチーム形成

アウトプットのコントロー

ル

成果を規定したうえ，監視と奨励

を加える

目標，予算，結果報告，能力給

価値観の統一または調節 共通の価値観を定義・創造し，ま

たはお互いの価値観に適応する

信条，儀式，伝統などに表される組織の文化，

技術の標準化，文化敏感性プログラム

合弁企業の取締役会，マネジャーの任命，報

告システム

親会社及び合弁企業の目標を重

視する

階層的構造

マネジャーによる訪問と参加，口頭のコミュ

ニケーション

マネジャーが重視するものを示

す

個人の参加

出所：Child & Faulkner (1998)p.194表9.1を一部修正
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る 。

３．国際戦略提携における信頼アプローチ

3．1 信頼の概念と分類

信頼は，最近の国際提携に関する研究において大きく注目されている概念であるが，その基本的意

味に対する理解は多岐にわたっている 。Rousseauらは数多くの信頼に関する文献を検討し，それぞ

れの信頼に対する定義の共通点を下記のようにまとめている。

「信頼は相手の意図や行為に対してポジティブな期待を持つことにより生じる被害のリスク（vul-

nerability）を容認する(accept)意向というような心理状態である。 」

この定義には，幾つかのキーワードが含まれている。まず，信頼関係には信頼する主体者（trustor）

と信頼される対象者（trustee）がある。主体者は相手の対象者のポジティブな意図と行為を期待して

いる。これには、主体者及び対象者となるものは個人とは限らず，グループ，企業ないし政治システ

ムにも適用される。次に，信頼は，主体者が対象者により損害を被らせる恐れ（vulnerability），即ち，

対象者の意図や行動に不確実性（uncertainty）があるからこそ，重要な意味を持つ。主体者は，対象

者の不確実な行動にある程度の影響を与えることが可能であるが，対象者による被害のリスクを完全

に無くすことができない。その穴を埋める役割を果たしているのが信頼である。逆に言えば，対象者

の意図や行為などが明らかなものであり，不確実なものが存在しなければ，信頼の存在の必要性がな

くなる。

本節では，信頼関係に対する多種多様な分類の中から，幾つかの代表的なものをまとめる。

⑴ G.Molleringの信頼に関する研究の整理

Mollering(2006)は信頼に関する先行文献を幅広くサーベイし，信頼に対する様々な観点を三つの

カテゴリーに分けている。１つ目の観点は，信頼を合理性に基づいたものであると考える。即ち，主

体者は個人利益の最大化という観点から対象者の信頼性（trustworthiness）を認識し，対象者に信頼

（trust）を寄せた方が合理的選択・意思決定になると考える，ということである。主体者が対象者に

信頼を寄せる行為，及び対象者が主体者に与えられた信頼に答えようとする行為は，何れも強制され

るものではなく，合理性に基づいた選択・意思決定であるとする。対象者の信頼性は独立/原因変数で

あり，主体者の信頼は結果変数となる。主体者に認識される対象者の信頼性が高ければ高いほど，主

体者の対象者に対する信頼感が強くなり，信頼する行動に移す可能性が高くなる。したがって，如何

にして主体者が対象者の信頼性を認識するか―言い換えると，主体者の目に映っている対象者の信頼

性は何により構成されるか―という問題が研究者の関心となる。

対象者が主体者の期待に応えようとする行為は，対象者自身の利益の計算にも合うことが，対象者

の信頼性を判断する主な基準となる。主体者Ａが対象者ＢをＸということについて信頼するのは，Ａ

から与えられた信頼に答えるような行為をＢが選択する方がＢ自身の利益にもなるとＡが信じている

からである。このことは，カプセル入りの自己利益を言う。即ち，Ａの利益の中にＢの利益はカプセ
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ルされている。したがって，ＢはＡに対する裏切り行為をしないだろうという信頼性をＡは感じ取れ

る。俗に言えば「一栄倶栄，一損倶損」またはWin－Win&Lose-Loseの関係により認識された相手

の信頼性である。このような信頼に対する理解は，取引コスト理論，エージェンシー理論及びゲーム

理論にも見られる。

更に，対象者の信頼性を認識する根拠は対象者の自己利益以外に，主体者との間の感情も考えられ

る。即ち，相手を信頼できるのは，相手が自分のことを好きだからである。LewisとWeigert (1985)

は信頼は合理的思考と感情の混合物であり，合理的判断のみでは行き詰ることから生じるものである

と主張する。そのほかには，能力（ability），仁愛（benevolence）及び正直（integrity）が対象者の

信頼性の先行指標として挙げられている 。端的に言えば，信頼は説得力のある根拠に基づいた予測

できるものであるという観点が，１つ目の信頼に対する観点の最大の特徴である。

２つ目の観点は，信頼をルーティンの行動であると考える。相手を信頼してよいかどうかという合

理性を検討することをせずに，ルーティンの行動として相手を信頼してしまう，ということである。

相手から損害を被る（vulnerability）恐れがあることを否定できないが，そのようなことは生じないだ

ろうと単純に相手に期待するか，あるいは相手の仁徳や正直を当たり前のように仮定する。信頼は合

理性とは直接関係なく，次のようなものに基づいているとする：①自然的態度，即ち，人々は通常，

自分の日常生活の世界・出来事に対して疑うことはしない，②制度と同一化すること(institutional
 

isomorphism)，即ち，人々は完全に制度に従って行動する，③社会的ルールや役割（role）のような

狭義のルーティン，である。

主体者Ａはあることについて対象者 Bを信頼するのが，ごく自然な正当なものであり，誰でも行う

ものである。Zucker (1986)は信頼関係を交換関係（exchange）にある全ての人々に共有される期待

の集合体であると定義し，広範囲の社会ルールと正当化されたプロセスを含むものとする。社会ルー

ル及び正当化されたプロセスに基づいて，人々がお互いに対する共通の期待を持ち合い，お互いのこ

とを信頼する。

３つ目の観点は，信頼を反省的プロセスに基づいたものと考える。即ち，信頼は小さいステップか

ら始まり，徐々に拡張されていくという漸進的原則（principle of gradualness）に従うものである。

初めて協力関係をスタートさせる前提条件としては，必ずしも合理性，意図，友情，信頼またはコミュ

ニケーションは必要とされないが，協力のプロセスが進化するにつれて信頼が生まれる 。いわゆる

学習された信頼（learned trust）である 。この観点は，合理的利益や制度化されたルールのような

与えられた要因に基づいたものと見なさず，自己進化のプロセスの視点を取り入れている点で，前述

の２つの観点と異なる。

これら３つの観点は合理性，ルーティン及び反省的プロセスという信頼の３つのベースを説明する

ものであるが，如何なる方法でも減少させられない不確実性と被害のリスクにどう対応するかという

信頼の本質的機能を説明してないとMolleringは指摘している。そこで，Molleringは，信頼の実質的

な特徴を「信頼のジャンプ」（leap of faith），または合理性，ルーティン及び反省的プロセスのベー

スに対するサスペンション(suspension)であると考える（図表２）。
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合理性，ルーティン及び反省的プロセスに基づいた信頼が築かれたとしても，軽減することができ

ない被害を被るリスク（vulnerability）及び不確実性がなお残される。したがって，Molleringが真の

信頼を下記のように定義する。軽減することができないリスクや不確実性があたかも解決済みのよう

にポジティブにペンディングされ，それにより相手の行為及び意図に対してポジティブな期待を持つ

ようになる，ということである。

⑵ 山岸俊男の信頼概念に関する整理

山岸（1998）は，信頼と信頼性とは異なる概念であると述べている。信頼性は対象者（trustee）の

特性であるのに対して，信頼は主体者(trustor)の特性である 。多くの先行研究では，信頼は単なる

対象者の信頼性の反映として扱われているが，山岸は信頼をあくまでも信頼する側の特性であると強

調する。即ち，同じ相手に対する信頼の個人差は単なる偶然のエラーとしてではなく，また対象者の

信頼性を正確に理解できない愚かさによるものでもなく，不完全な情報を基に対象者の人間性につい

ての評価を下す際の，主体者それぞれの特性を反映するものである。

信頼は広義には，「自然的秩序および道徳的社会秩序の存在に対する期待」であると理解されてい

る のに対して，山岸はこの広義の概念から，自然的秩序の存在に対する期待を外している。なぜな

ら，自然的秩序の存在に対する期待と道徳的社会秩序の存在に対する期待とでは，認知的限界という

点を除いては，その原因及び社会関係の中で果たす役割が根本的に異なっているからである。

更に，「信頼を道徳的社会秩序の存在に対する期待」として定義した場合にも，その中で，対象者の

能力に対する期待としての信頼と，対象者の意図に対する期待としての信頼とは，質的に異なってい

る。前者は対象者が役割を遂行する能力を持っているという期待であるのに対して，後者は対象者が

信託された責務と責任を果たすこと，またそのためには，場合によっては自分の利益よりも他者の利

益を尊重しなくてはならないという義務を果たすことに対する期待が含まれる。この２つの信頼はほ

とんど共通点が存在しないことから山岸は，信頼は後者の意味での信頼，すなわち対象者の意図に対

する期待としての信頼に限って定義している。

図表２ 信頼に関する概念図

出所：G.Mollering,2006,p.110.
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また，対象者の意図に対する期待としての信頼の中でも，対象者の人間性や行動特性の評価に基づ

く対象者の意図に対する期待としての信頼と，対象者にとっての損得勘定に基づく対象者の行動に対

する期待としての信頼とは混同されやすい。山岸は後者を安心（assurance）と名づけて，信頼（trust）

の概念から除外する。すなわち，信頼は対象者が自分（主体者）を搾取しようとする意図を持ってい

ないという期待の中で，対象者の人格や自分（主体者）に対してもつ感情についての評価に基づく部

分にあたる。

上記のような対象者の人間性や行動特性の評価に基づく意図に対する期待としての信頼は，その特

定の対象者に関する情報がなく，人間一般としての対象者に対する「一般的信頼」と，特定の対象者

に基づく「情報依存的信頼」とを区別する必要がある。対象者についてどの範囲の情報を有するかに

より，情報依存的信頼を更に細分化することができる。例えば，特定のカテゴリーの人間についての

情報に基づいて，そのカテゴリーの人間に対する信頼が考えられる。

特定の対象者に対する情報依存的信頼のもととなる情報は，大別して①対象者の一般的人間性，②

対象者が自分（主体者）に対してもっている感情や態度，③対象者にとっての誘因構造，の３種類の

情報が考えられる。対象者にとっての誘因構造に関する情報に基づいた情報依存的信頼は，前述の安

心の概念にあたる。対象者の一般的人間性に関する情報に基づいた情報依存的信頼は「人格的信頼」

と呼び，対象者が自分に対して持っている感情や態度に関する情報に基づいた情報依存的信頼は「人

間関係的信頼」と呼ぶことにする。

上記の山岸の信頼についての概念的整理は図表３で示されている。

⑶ Lewicki と Bunkerの信頼に関する理解

Lewicki と Bunker（1996）は，信頼が形成されるベースにより信頼を３つのカテゴリーに分けて

いる。第１は，計算に基づいた信頼（calculation-based trust）である。対象者は約束を遵守すること

への確信が，対象者にとって約束を破ることにより与えられる罰が得られる便宜より大きく，または

図表３ 信頼についての概念的整理図

出所：山岸（1998），p.47.
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信頼に値する行動をすることにより得られる利益はそうでない場合より大きいからである。これは，

Mollering(2006)の合理性に基づいた信頼及び山岸(1998)の安心にあたる。

第２は，知識に基づいた信頼（knowledge-based trust）である。相手と十分に接触することによっ

て，相手の行動を予測できるようになり，その結果，相手に対して抱く信頼感である。知識に基づい

た信頼は，上述の計算に基づいた信頼における効用的な原因ではなく，対象者に関する情報と了解か

ら生じたものである。これはMollering(2006)の反省的プロセスに基づいた信頼，または山岸(1998)の

情報依存的信頼に相当する。

第３は，同一化に基づいた信頼である。知識に基づいた信頼のように相手のことを理解できるだけ

ではなく，それ以上に相手を高く評価し，同じ立場から価値観を共有することによる好ましい感情の

芽生えを指す。即ち，お互いが好意を抱き，友情と絆ができることに基づいた信頼である。これは，

山岸(1998)の人間関係的信頼にあたる。

⑷ Mari Sakoの企業間関係における信頼に対する理解

Sako（1992）は，日英のメーカーとサプライヤーとの企業間関係の比較研究において，信頼を以下

のように定義している。

「信頼は一種の心理状態として，一方のパートナーが相手のパートナーに対する期待である。すな

わち，相手のパートナーの行動や対応が自分にとって予測範囲内のものであり，双方にとって納得で

きるものであろうという期待である。」（Sako,1992：37）

Sakoは，相手の行動が自分にとって予測できるものとなる様々な理由によって，信頼を３つのタイ

プに分けている。まず「契約への信頼」である。パートナー双方が達成された特定の書面または口頭

の合意を堅く守るだろうという期待である。このような信頼は，「約束を守る」という普遍的な倫理基

準に基づいている。例えば，供給業者は書面の注文（場合によっては口頭上の合意）に基づいて部品

を生産し，配送する際，バイヤーに対して後日の支払いを期待している。一方，書面上の同意の有無

にも関わらず，供給業者は商業秘密を守ることを，バイヤー側から期待される。このように，お互い

に期待され守られるべきものは，必ずしも両者間で同意され文書化されたルールではなく，ビジネス

上の一般的ルールをも含んでいる。書面上の合意よりも口頭上の合意における期待の方が，契約への

信頼が高いと思われる。

第２のタイプの信頼は，「能力への信頼」である。それは，相手のパートナーが有能であり，割り当

てられた役割を十分に果たすことに対する期待である。発注企業とサプライヤーの関係においては，

サプライヤー企業により供給された部品は，発注企業に要求された規格・品質水準に達しているかど

うかを検査するという慣習が一般的であるが，発注企業はサプライヤーからの納入部品を検査せずに

組立ラインに直接配送する(無検査納入)場合には，サプライヤーの能力への信頼が高いと思われる。

第３のタイプの信頼は，「好意への信頼」である。パートナー双方がお互いへの非限定的コミットメ

ントに対する期待である。コミットメントとは，公式に期待される程度以上に努力する意欲であると

理解され，非限定的コミットメントとは，相手のパートナーからの要請に譲歩したり，あるいは，業
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績向上のためにあらゆる機会を活用しようとするコミットメントである。これに対して，相手からの

特定の要請に対応し，それ以外の要請に対応しないコミットメントは，「限定的コミットメント」と称

される。「好意への信頼」には，「契約への信頼」に見られるような明白な約束はなく，また「能力へ

の信頼」に見られるような達成されるべき定められた専門的な標準もない。好意への信頼は，主体者

から高度な自由裁量が与えられるが，これは対象者は不公平な機会主義的選択を控える自覚を有する

と主体者に期待されているからである。この意味において，相手の対象者に信頼を与えるという行動

には，自分が必ずしもコントロールしているわけではない相手の行為により，被害を受ける可能性

（vulnerability）を増加させることが含まれている 。

⑸ Madhokの国際合弁企業における信頼に対する理解

国際提携の分野において，Das and Teng (1998)は，合弁企業，提携，資本参加などの異なった組

織形態がパートナーの信頼関係を考察する際に大きく影響していると主張している。合弁企業におけ

るパートナーの信頼関係についてMadhok （1995）は，「相手が機会主義的な行為を起こさないと感

じる確率である」と定義している。同時に，信頼は構造的な要素と社会的な要素という二つから構成

されるとも指摘している。構造的な要素とは，資源の相互補完性であることを指し，それによって生

じたシナジー（synergy）が付加価値を生み出し，パートナー間の協力関係を引き出す誘因になること

を意味している。社会的な要素とは，平等性の認識といったパートナーシップに含まれている認知的

な要素（perception aspects）を意味している。

上述した２つの信頼の要素は，互いに分離されるものではなく，相互に強化しあう関係にある。た

とえば，構造的な要素がなければ，互いに協力しあうための基盤も形成されず，社会的信頼要素も形

成できない。構造的な要素のみを強調してパートナーシップを永続化させるのも不十分である 。ま

た，社会的信頼要素がなければ，パートナー間のシナジー（synergy）効果を最大限に引き出せず，一

時的に互恵的なバランスが歪んだ場合は，直ちにパートナーシップが不安定になる。したがって，社

会的な信頼は長期的な視点を与え，たとえ互恵的なバランスに一時的な変化があったとしても，パー

トナーシップを継続させる原動力となる。

3.2 国際戦略提携における信頼の機能と構築

⑴ 信頼の機能

信頼がどのような社会的機能を果たしているのかという問題は，信頼そのものを如何に理解するか

という，信頼に対する定義に関係する。Luhmann(1979)は，信頼の機能を「社会的複雑性を低減する

メカニズム」と解釈し，これを信頼という概念の中心的内容とする。信頼がある場合，主体者は「内

的確実性」（inner certainty）を得て，これにより外部関係の不確実性に対する忍耐(tolerance)を高め

る。しかし，信頼の行動及び決定そのものは，合理性に基づいたものではない。即ち，ある目的を達

成させるための手段，または将来への予測のような合理的なものではない 。この点について Lewis

とWeigert（1985）は，信頼は「合理性とお互いに複雑性を低減するための機能的代替物である」と
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強調している。合理的予測のみでは行き詰まることになってしまうところに信頼が始まるのである。

信頼は，将来の不確実性に対する不安をペンディングすることにより，複雑性に対応する。

国際提携のパートナー間において相互信頼がある場合，限定された合理性（bounded rationality）

及び投下された特別な投資により生じる制約や，機会主義的な行動に基づいたネガティブな効果を引

き下げられるため，取引コストは低減される 。具体的に，パートナー間の信頼は，お互いとの情報

共有に対する意識を高め，自分の行動や決定をより良く相手に知らせることを促す（即ち，限定され

た合理性に対応する）。次に，相互信頼はそれぞれのパートナーにこの提携に限っての特別な投資を行

うための安心感を与える（即ち，特別投資の要求に対応する）。更に相互信頼は信用性を意味するため，

お互いに相手を利用する誘因を抑制するように働く（即ち，機会主義に対応する）。信頼に基づいたこ

のようなポジティブな特性をパートナーシップにつければ，協力関係はもっと正直なものになり，お

互いを監視しあうための時間と労力は削減され，長期利益の目標に向けて努力するようになる。

⑵ 信頼の構築

信頼を構築する方法も，信頼という概念を如何に理解するかに関わっている。Mollering（2006）の

合理性に基づいた信頼，または山岸（1998）の安心としての信頼を作り出すためには，適切な利益構

造の構築が重要である。山岸(1998)は，架空の機械である「針千本マシン」を仮にある対象者の喉に

埋め込み，その対象者は約束を破れば必ず千本の針を呑み込むようになっていることとすれば，その

対象者の人格や主体者に対して持っている感情と関係なく，対象者が自己利益により絶対的に約束を

破る意図をもっていないだろうと信頼されることを述べている。このように，一般的社会関係におい

ては「針千本マシン」を自分の身体に自らが埋め込むのと同種の行動をとることで，他人から信頼（安

心）される状態を生み出すことができる（山岸：1998：56）。国際提携においては，その提携に限定さ

れた特別な投資を行えば，パートナーからの安心としての信頼が得られるだろう。

Zucker（1986）は，制度社会学の観点から３つの信頼の構築方法を提示している。１つ目は，プロ

セスに基づいた信頼の創出方法である。過去の交換関係，または期待される将来の交換関係により信

頼が生まれる。それには，お互いの信頼及び協力関係の質に対する投資の強化が求められる。しかし，

このような交換関係は関係者以外の人々には及ばないため，制度化されたルーティンに基づいた信頼

とは言われない。２つ目は，特性に基づいた信頼の創出方法である。これは，類似特性（例えば，価

値観，家庭バックグランド，人種，性別等）を持つ人間同士の間に生み出される信頼である。このよ

うな信頼は，ある程度は制度化されるものであると言える。3つ目は，制度に基づいた信頼である。職

業，官僚，法律体制のようなものに代表される公式な社会構造により，共同的期待の集合体としての

信頼が生み出されるというものである。

プロセスの観点から信頼は，一定期間にわたっての相互作用の結果として生まれるものである。

Lewicki と Bunker(1996)が提示した３種類の信頼は，信頼の進化プロセスの3段階を示していると

思われる。初期段階の信頼は計算に基づいて形成され，制度的または利益的セーフガードを基にして，

相手を信頼し，それにより生じるリスクも受け入れる。繰り返される市場取引の相手との間には，こ
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のような信頼関係が維持していると思われる。初期の協力活動は計算的信頼の有効性を確認し，相互

取引の継続が促進される。その結果，お互いに対する了解が蓄積され，自分にとって相手の行動が一

貫的で確実性があり，予測できるものとなってくる。この場合，知識に基づいた第２段階の信頼が生

まれる。一方，もし第1段階の計算的信頼においての経験はネガティブなものとなり，またはパートナー

間の相互依存は非常に限定されるものである場合，知識に基づいた信頼が創出されない。協力相手と

お互いに対する了解と確信が高度なレベルに達すると，信頼の質的転換が生じる。即ち，相手とお互

いの目標及び利益を共感し，同一化することを促すようになる。その結果，お互いに対する一定の好

感が生まれ，友達同士となる。この段階の信頼は，同一化に基づいた信頼である。

Zand（1972）は，信頼のダイナミックスについてのスパイラル的な強化モデルを提示した。情報開

示，影響の受け入れ及びコントロールの信頼へのフィードバックを用いて，信頼は更なる信頼に導き，

不信頼は更なる不信頼に導くことが示される。当事者Aは始まりの高度な信頼に基づき，他者への情

報開示，他者からの影響の受容，他者へのコントロールの減少を行う。相手ＢはＡの行動によりポジ

ティブな信頼性を感知し，自分の信頼も高め，類似の解放的行動を取る。このようにＡの始まりの信

頼は強化され，更なる信頼へと発展する。同時に，Ｂの信頼行動も強化する。一方，始まりの信頼が

低い場合，情報の隠蔽，防衛的支配的相互作用を通じて，不信頼のネガティブなスパイラルが発生す

る。

図表４は，信頼に対する理解の分類とそれぞれの種類の信頼のベースを構築する方法を示すもので

ある。

４．コントロールアプローチと信頼アプローチの相互関係：結論に代えて

国際戦略提携におけるコントロールと信頼という２つのアプローチがどのように関係しているかに

ついて，従来の研究においては一致した理解が得られていない。この点について，先行研究では二つ

の主張に分かれている。一つは，コントロールと信頼関係が「代替的な関係」にあるという主張であ

る 。この主張は，信頼と合理性とは代替的関係にあるという，前述の LewisとWeigert（1985）の

議論と一致している。コントロールは相手の行動に直接に影響を与えるのに対し，信頼は相手の協力

的動機や行動に対してポジティブな期待を持っている。信頼が高ければ高いほど，コントロールに対

図表４ 信頼に対する理解と信頼のベースを構築する方法

信頼に対する理解 信頼のベースを構築する方法

計算に基づいた信頼（安心としての信頼） ・利益上の「一栄倶栄，一損倶損」関係の構築

（Win-Win & Lose-Loseの利益関係の形成）

・この提携に限っての特別な投資を行う

（hostageや「針千本マシン」を埋め込む）

・社会制度の整備と厳守

・基本ルーティンの確立

・情報の開示

・長期間にわたる協力関係に基づいた相互理解の深化

・目標や価値観を共有することによる好感の醸成

制度に基づいた信頼

知識に基づいた信頼（情報依存的信頼）

同一化に基づいた信頼
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する必要性がなくなる。逆に，信頼が弱いほど，コントロールが必要とされる。言い換えれば，コン

トロールと信頼のどちらか一つを強調する必要があるが，コストをかけて両方とも強める必要性はな

いということである。

他の主張は，コントロールと信頼を「並列な概念」として扱い，二つのアプローチが同時に親会社

の合弁企業に対する影響を強め，目標達成を促進し，総合的な効果をもたらすということである 。

信頼が高くても，必ずしも低いコントロールを要求することはない。逆に，コントロールが強くても，

必ずしも低い信頼を伴うこともない。即ち，コントロールと信頼は，親会社の目標達成を促進する意

味において，お互いに補完的な（supplementary）関係にある。

本稿は，コントロールの具体的メカニズムを明確化した後，信頼の概念に対する理解を整理し，そ

れぞれの信頼を構築する具体的方法を明らかにした。これにより，コントロールのメカニズムの構成

要素と信頼構築の具体的措置との比較が可能になる。

図表５に示されているように，コントロールの様々なメカニズムは，公式的なコントロールと社会

的なコントロールに大別され ，何れも種々の信頼のベースをなすことになる。したがって，コント

ロールと信頼は，それぞれ完全に独立的なものではなく，その内容が重なっている関係にある。即ち，

コントロールと信頼は並列の概念と見なす方が妥当であろう。

この結論は概念の整理に基づいて得られた命題であり，その有効性を検討するために，実証研究が

必要とされる。それについての仮説の構築及び検証は，今後の研究課題としたい。

社
会
的
な
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

図表５ コントロールアプローチと信頼アプローチの相互関係

目標や価値観を共有
することによる好感
の醸成

情報の開示，長期間
にわたる協力関係に
基づいた相互理解の
進化

利益上の「一栄倶栄，
一損倶損」関係の構
築，基本ルーティン
の確立

基本ルーティンの確
立

同一化に基づい
た信頼

知識に基づいた
信頼

計算に基づいた
信頼
制度に基づいた
信頼

制度に基づいた
信頼

計算に基づいた
信頼（安心）

信

頼

の

ジ

ャ

ン

プ

特別な投資を行う

種々な信頼

価値観の統一
または調節

個人の参加

水平的構造

階層的構造

アウトプット
のコントロー
ル

行動のコント
ロール

共通の価値観を定義・創
造し，またはお互いの価
値観に適応する

マネジャーが重視するも
のを示す

組織間の公式な境界を越
えての相互作用を推進す
る

親会社及び合弁企業の目
標を重視する

成果を規定したうえ，監
視と奨励を加える

仕事のプロセスを規定す
る

信条，儀式，伝統などに
表される組織の文化，技
術の標準化，文化敏感性
プログラム

マネジャーによる訪問，
口 頭 の コ ミュニ ケー
ション

パートナー間のゲート
キーパー，チーム形成

合弁企業の取締役会，マ
ネジャーの任命，報告シ
ステム

目標，予算，結果報告，
能力給

政策，計画，方法の規則，
ルール，直接監督

分類具体例内容

公
式
的
な
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

移転価格，資源の供給，
情報管理，人員訓練と開
発

インプットにコントロー
ルを加える

インプットの
コントロール

メカニズム 信頼のベースを構築する方法

信頼アプローチコントロールアプローチ
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注

⑴ 大滝・金井・山田・岩田, 1997.

⑵ Child and Faulkner,1998:268-272;Shenkar,1990.

⑶ Hamel,1991;Parkhe,1993.

⑷ Das and Teng,1998;Parkhe,1993.

⑸ 今口・李・申,2001.

⑹ Das and Teng,1998;李,2002;Madhok,1995.

⑺ Das and Teng,1998.

⑻ Flamholtz,Das and Tsui,1985.

⑼ Schaan,1983.

Geringer and Hebert,1989.

Schaan,1988.

中外合弁企業法実施条例（国務院制定,1983年９月20日公布,同日施行。国務院1986年１月15日第100条改正,

1987年12月21日第86条改正。国務院2001年７月22日第二次改正,同日公布,同日施行）。

Killing,1983:21.

Li(2002)博士学位論文,p.89. 2007年７月１日にカネボウはクラシエへと社名変更した。

Frazier et al,1989:56;Steensma and Lyles,2000.

Provan and Skinner,1989.

Madhok,1995.

Madhok,1995.

Rousseau,Sitkin,Burt,et al,1998;Mollering,2006.

Rousseau,Sitkin,Burt,et al,1998:395.

Mayer et al,,1995.

Axelrod,1984.

Hardin,2002.

山岸(1998)は trusteeを「信頼される側」,trustorを「信頼する側」に訳している。

Luhmann,1979.

Gambetta,1988.

Madhok,1995.

Luhmann,1979.

Chiles and McMackin,1996.

Aulakh et al.,1996;Ring and Van de Ven,1994.

Das and Teng,1998.

Das and Teng,1998.
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